
○天草市医師修学資金貸与条例施行規則 

平成２３年１２月２１日 

規則第４９号 

改正 平成２５年３月３１日規則第３９号 

平成２８年６月３０日規則第３８号 

令和４年３月３０日規則第１６号 

（趣旨） 

第1条 この規則は、天草市医師修学資金貸与条例（平成２３年天草市条例第３７号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

（指定医療機関） 

第3条 条例第１条の市長が指定する医療機関は、次に掲げる医療機関とする。 

（1） 天草市立牛深市民病院 

（2） 天草市立栖本病院 

（3） 国民健康保険天草市立新和病院 

（4） 国民健康保険天草市立河浦病院 

（5） 国民健康保険天草市立御所浦診療所 

（6） 国民健康保険天草市立御所浦北診療所 

（7） 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４条第１項に規定する地域医療支援病院及び

災害拠点病院で、市内に存するもの 

（貸与の時期） 

第4条 入学料相当額は、原則として、入学した日の属する月に貸与するものとする。 

2 授業料相当額は、市長が別に定める時期に貸与するものとする。 

3 生活費相当額は、原則として、毎月貸与するものとする。 

（貸与の申請） 

第5条 条例第５条の修学資金の貸与を受けようとする者は、天草市医師修学資金貸与申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（1） 誓約書（様式第２号） 

（2） 履歴書 



（3） 住民票の写し 

（4） 在学証明書又は入学する手続きを終えた者であることを証する書類 

（5） 連帯保証人の印鑑証明書及び収入に関する証明書 

（6） その他市長が必要と認める書類 

（連帯保証人） 

第6条 条例第５条の連帯保証人は、独立して生計を営む者であって、修学資金の返還の責を負

うことができる程度の資力を有するものでなければならない。 

2 修学資金の貸与を受ける者が未成年者であるときは、連帯保証人のうち１人は、その法定代

理人でなければならない。 

3 被貸与者は、連帯保証人が欠けたとき、又はその資格を欠くに至ったときは、直ちに新たな

連帯保証人を立てなければならない。この場合において、新たに連帯保証人となった者の印

鑑証明書及び収入に関する証明書を提出しなければならない。 

（選考委員会） 

第7条 条例第６条の決定に係る選考を行うため、天草市医師修学資金貸与選考委員会（以下「選

考委員会」という。）を置く。 

2 選考委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

3 委員長は、健康福祉部長をもって充てる。 

4 副委員長は、委員の中から委員長が指名する。 

5 委員は、総合政策部長、病院事業部長、健康福祉部健康福祉政策課長、病院事業部経営管理

課長をもって充てる。 

6 選考委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。 

7 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

8 委員長は、必要があると認めるときは、第５条の申請を行った者を選考委員会に出席させ、

意見を聴取することができる。 

9 選考委員会の庶務は、健康福祉部健康福祉政策課において処理する。 

（平２５規則３９・一部改正） 

（決定通知） 

第8条 条例第６条の決定に係る通知は、天草市医師修学資金貸与承認（不承認）決定通知書（様

式第３号）により行うものとする。 



（契約の締結等） 

第9条 市長は、修学資金を貸与する旨の決定通知をしたときは、その通知を受けた者と修学資

金を貸与する旨の契約（以下「貸与契約」という。）を締結するものとする。 

2 市長は、条例第８条の規定により修学資金の貸与の決定を取り消したときは、貸与契約を解

除するものとする。 

（借用証書の提出） 

第10条 被貸与者は、修学資金の貸与期間が終了したとき又は前条第２項の規定により貸与契

約が解除されたときは、貸与を受けた修学資金について、天草市医師修学資金借用証書（様

式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（返還免除の申請） 

第11条 条例第９条の規定により修学資金の返還及び利息の支払の免除を受けようとする者は、

天草市医師修学資金返還免除申請書（様式第５号）に、免除を受けようとする事由を証する

書類を添えて市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

第12条 条例第９条第１号の規定による前条の申請を行う者は、次の表の左欄に掲げる貸与を

受けた期間に応じ、同表の返還免除算定期間内に、指定医療機関に常勤医師として勤務しな

ければならない。ただし、条例第１０条第４号の規定による返還の猶予を受けた期間がある

場合は、当該期間を返還免除算定期間に加えるものとする。 

貸与を受けた期間 返還免除算定期間 

５年超 臨床研修終了の日から起算して１２年間 

４年超５年以下 臨床研修終了の日から起算して１１年間 

３年超４年以下 臨床研修終了の日から起算して１０年間 

２年超３年以下 臨床研修終了の日から起算して９年間 

１年超２年以下 臨床研修終了の日から起算して８年間 

１年以下 臨床研修終了の日から起算して７年間 

2 前項の場合において、市内の臨床研修病院における臨床研修（以下「市内臨床研修」という。）

を１年以上の期間受けたときの返還免除算定期間は、市内臨床研修の開始の日から起算する

ものとする。ただし、市内臨床研修の期間終了後に市外の臨床研修病院で臨床研修をした期

間があるときは、当該期間を返還免除算定期間に加えるものとする。 

（平２８規則３８・一部改正） 

（返還猶予の申請） 



第13条 条例第１０条の規定により修学資金の返還及び利息の支払の猶予を受けようとする者

は、天草市医師修学資金返還猶予申請書（様式第６号）に、猶予を受けようとする事由を証

する書類を添えて市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

（返還の申出等） 

第14条 被貸与者は、条例第１１条第１項各号のいずれかに該当するときは、直ちに天草市医

師修学資金返還申出書（様式第７号）を市長に提出するものとし、当該届出書が受理された

日の属する月の翌月１日から起算して３０日以内に一括して返還しなければならない。 

2 条例第１１条第１項ただし書の規定による修学資金の分割返還（以下「分割返還」という。）

は、同項各号に掲げる事由が生じた日の属する月の翌月から起算して貸与を受けた期間の２

分の１に相当する期間内に行うものとし、その支払方法は月賦又は半年賦の均等返還とする。

ただし、繰上返還を行うことを妨げない。 

3 分割返還しようとする被貸与者は、天草市医師修学資金分割返還申請書（様式第８号）を市

長に提出しなければならない。 

4 市長は、前項の規定による申請があったときは、審査の上その可否を決定し、当該申請を行

った者に対し、その結果を通知するものとする。 

（成績証明書等の提出） 

第15条 被貸与者は、毎年（大学に入学した日の属する年を除く。）４月末日までに、前学年

分の成績証明書その他単位の取得を証する書面を市長に提出しなければならない。 

（変更の届出） 

第16条 被貸与者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに変更事項等届出書（様式

第９号）にその事実を証する書類を添えて、市長に届け出なければならない。 

（1） 被貸与者又は連帯保証人の住所又は氏名に変更があったとき。 

（2） 条例第７条第１項に規定する修学資金の貸与の停止に該当するとき又は当該停止され

た事由が消滅したとき。 

（3） 条例第８条各号（第３号を除く。）に規定する修学資金の貸与の決定の取消しに該当

するとき。 

（4） 条例第１０条に規定する修学資金の返還及び利息の支払の猶予に関し、当該猶予され

た事由が消滅したとき。 

（5） 連帯保証人が死亡し、又は連帯保証人に破産手続き開始の決定その他連帯保証人とし

て適当でない事由が生じたため、連帯保証人を変更するとき。 



（6） 大学を卒業したとき、又は退学したとき。 

（7） 医師の免許を取得したとき。 

（8） 臨床研修若しくは指定医療機関等において医師として勤務を開始したとき、終了した

とき若しくは再開したとき又は勤務する指定医療機関等を変更したとき。 

（9） 前各号に掲げるもののほか、修学資金の貸与に係る重要な事項に関し変更があったと

き。 

（辞退の申出） 

第17条 被貸与者は、修学資金の貸与を受けることを辞退するときは、辞退しようとする月の

３０日前までに、天草市医師修学資金貸与辞退申出書（様式第１０号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（雑則） 

第18条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年規則第３９号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第３８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


